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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 「売上高」には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益」については、潜在株式がないため、また、第79期につい

ては、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

回次 第78期中 第79期中 第80期中 第78期 第79期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高 （百万円） 22,761 22,990 22,975 48,804 48,438 

経常利益 （百万円） 1,473 1,271 1,054 3,823 2,538 

中間（当期）純利益 

又は当期純損失(△) 
（百万円） 747 504 601 1,975 △4,512 

純資産額 （百万円） 14,369 15,938 16,064 16,030 11,547 

総資産額 （百万円） 69,841 66,532 63,549 67,678 60,177 

１株当たり純資産額 （円） 94.26 104.56 93.38 105.16 75.75 

１株当たり中間 

（当期）純利益 

又は当期純損失(△) 

（円） 4.91 3.31 3.76 12.96 △29.60 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

（円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） 20.6 24.0 25.3 23.7 19.2 

営業活動による  

キャッシュ・フロー 
（百万円） 1,302 683 255 3,602 2,635 

投資活動による  

キャッシュ・フロー 
（百万円） △282 △453 628 △331 △1,137 

財務活動による  

キャッシュ・フロー 
（百万円） △2,508 △1,657 282 △5,583 △2,721 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

（百万円） 5,074 2,942 4,311 4,283 3,179 

従業員数 （名） 3,467 3,678 3,582 3,553 3,599 



(2）提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 「売上高」には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益」については、潜在株式がないため、また、第79期につい

ては、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

回次 第78期中 第79期中 第80期中 第78期 第79期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高 （百万円） 19,611 19,545 19,950 38,938 38,368 

経常利益 （百万円） 1,473 1,999 1,952 2,018 2,322 

中間（当期）純利益

又は当期純損失(△) 
（百万円） 976 1,409 1,686 1,040 △3,915 

資本金 （百万円） 7,623 7,623 8,873 7,623 7,623 

発行済株式総数 （株） 152,460,000 152,460,000 172,064,320 152,460,000 152,460,000 

純資産額 （百万円） 11,417 12,743 13,306 12,027 7,871 

総資産額 （百万円） 62,847 59,302 56,113 60,320 51,826 

１株当たり純資産額 （円） 74.90 83.60 77.35 78.90 51.64 

１株当たり中間（当

期）純利益又は当期

純損失(△) 

（円） 6.41 9.25 10.55 6.83 △25.69 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

（円） ― ― ― ― ― 

１株当たり中間（年

間）配当額 
（円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） 18.2 21.5 23.7 19.9 15.2 

従業員数［外、平均

臨時雇用者数］ 
（名） 

649 

[165]

635 

[184]

647 

[189]

638 

[174]

628 

[187]



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）事業の種類別セグメントにおける従業員数 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

(2）提出会社の従業員の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

ミシン関連 2,644  

24時間風呂・整水器 111  

産業機器 438  

その他サービス 389  

合計 3,582  

  平成17年９月30日現在

従業員数（名） 647［189］ 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間は、記録的な原油高に伴う原材料費の高騰により生産コストが圧迫され、

依然として先行き不透明感が続いております。一方、国内におきましては、米国や中国の堅調な

成長持続を受けた輸出の増加に伴い企業収益が改善された結果、設備投資が増加し、雇用情勢の

改善が進むとともに、個人消費の増加も景気を牽引いたしました。 

 当社グループにおきましては、引き続き営業の拡大ならびにトータルコストの見直しによる収

益性向上を目標に、迅速な意思決定のもとで効率的なグループ経営に努めてまいりました。 

 これらの結果、当中間連結会計期間の売上高は、前年同期並の２２９億７千５百万円となりま

した。また、営業利益につきましては原材料費の高騰による売上原価の増加から１２億３千４百

万円（前年同期比１８．２％減）の計上となり、経常利益につきましては、営業外収支の改善に

努めたものの、１０億５千４百万円（前年同期比１７．１％減）の計上となりました。当中間連

結会計期間の純利益では６億１百万円（前年同期比１９.１％増）の計上となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は、次の通りであります。 

①ミシン関連事業 

 海外ミシン販売につきましては、北米市場ならびに欧州市場において販売子会社・代理店とも

に好調に売上を伸ばしました。 

 国内直営販売につきましては、新たな教室展開や販売促進キャンペーン等の多様な販売施策を

実施し、ミシン需要の喚起に努めました。 

 一方、代理店向け販売では、他社との競合が一層激化する厳しい市場環境のもと、新製品投入

や販売促進支援を推し進め、積極的な営業活動を展開いたしました。 

  しかしながら、訪問販売を取り巻く厳しい環境や、低価格化による影響を受け、国内ミシン売

上高は前年同期を下回りました。 

 以上の結果、ミシン関連事業の売上高は、ほぼ前年同期並の１７０億８千１百万円、営業利益

は１０億７千８百万円（前年同期比２１．４％減）の計上となりました。 

②24時間風呂・整水器事業 

 ２４時間風呂・整水器につきましては、積極的な顧客開拓や各種キャンペーンの実施ならびに

販売研修の充実等を通じて営業強化を図った結果、２４時間風呂・整水器事業の売上高は１４億

１千２百万円（前年同期比７．９％増）、営業利益は４千８百万円（前年同期比５９．２％増）

の計上となりました。 

③産業機器事業 

 産業機器事業につきましては、自動車や家電産業の活況により企業の設備投資が増加したこと

や、他社とのコラボレーションの積極的な推進等から、当社の卓上ロボット、エレクトロプレス

の需要が拡大いたしました。 

 また、国内外で開催された各種展示会への積極的な参加により、「ＪＡＮＯＭＥ」製品の優位

性をアピールしてまいりました。 

 これらの結果、産業機器事業の売上高は２１億９百万円（前年同期比１８．９％増）、営業利

益は１億５千万円（前年同期比２８．６％増）の計上となりました。 



 ④その他サービス事業 

  電算情報処理サービス、２４時間風呂据付サービス等に、当社の不動産賃貸収入を加えたその

他サービス事業の売上高は２３億７千１百万円（前年同期比１３．４％減）、営業損失は３千１

百万円の計上となりました。 

  

 所在地別セグメントの業績は、次の通りであります。 

①日本 

 国内においては、産業機器事業における卓上ロボット、エレクトロプレスの需要が拡大し、ミ

シン関連事業の輸出ミシン販売は堅調に推移したものの、国内向けミシン販売が前年同期を下回

ったことなどから、売上高は、ほぼ前年同期並の１５７億５千８百万円、営業利益は１０億４千

万円（前年同期比９．０％増）の計上となりました。 

②北米 

 北米においては、ミシン販売が堅調に推移し、売上高は、ほぼ前年同期並の４７億２千８百万

円、営業利益は２億１千１百万円（前年同期比１２３．４％増）の計上となりました。 

③東南アジア 

 東南アジアにおいては、ミシン販売は順調に推移し、売上高は２億６千９百万円（前年同期比

１５．６％増）となりましたが、原材料費の高騰による売上原価の増加から、営業利益は１億６

千７百万円（前年同期比７０．０％減）となりました。 

④その他 

 その他の地域においては、欧州、豪州のミシン販売がほぼ前年同期並となり、売上高は２２億

１千８百万円、営業利益は１億１千４百万円（前年同期比２７．５％減）の計上となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況は、営業活動によるキャッシュ・フローが２

億５千５百万円のプラスとなり、投資活動によるキャッシュ・フローは投資有価証券の売却等に

よる収入により６億２千８百万円のプラス、財務活動によるキャッシュ・フローは新株予約権付

社債発行による収入により２億８千２百万円のプラスとなりました。 

 これらの結果、現金及び現金同等物は前中間会計期間末に比べ１３億６千８百万円増加し、当

中間連結会計期間末残高は４３億１千１百万円となりました。 

 前中間連結会計期間と比べますと、営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の増加等

により、４億２千８百万円の減少、投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却

等による収入が増加したこと等から、１０億８千２百万円の増加、財務活動によるキャッシュ・

フローは、新株予約権付社債発行による収入により１９億３千９百万円の増加となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は、製造価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当社グループの生産は、主として見込み生産によっているため、記載を省略しております。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

ミシン関連 9,332 4.1 

24時間風呂・整水器 444 △1.6 

産業機器 1,656 △1.3 

その他サービス 88 △23.2 

合計 11,522 2.7 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

ミシン関連 17,081 △0.5 

24時間風呂・整水器 1,412 7.9 

産業機器 2,109 18.9 

その他サービス 2,371 △13.4 

合計 22,975 △0.1 



５【研究開発活動】 

 当社グループの研究開発活動については、当社の研究開発本部が中心となって、つねに時代の先

端を行くミシンを開発し、現在ではマイコン制御など技術の粋をあつめた最新鋭コンピュータミシ

ンで世界をリードしています。さらに、電子部品の開発、電子制御方式の応用開発、自動制御機

構、金属素材の特殊鋳造加工、転写型技術、水浄化システム、光注型材料など、あらゆるハイテク

分野で技術を蓄積し、新技術・新工法の研究開発に意欲的に取り組んでいます。 

 事業の種類別セグメントの研究開発活動は、次のとおりであります。 

(1）ミシン関連事業 

 ミシン関連事業では、最高級刺しゅう機能付きコンピュータミシン「スーパーセシオＰＣ」を始

めとする家庭用ミシン、ロックミシンおよび関連商品（刺しゅう専用ソフト、メモリーカード他）

の研究開発を行なっております。当中間連結会計期間の研究開発費の金額は、３億１千万円であり

ます。 

(2）24時間風呂・整水器事業 

 24時間風呂・整水器事業では、家庭用24時間風呂「湯名人」・「湯あがり美人」シリーズ、業務

用24時間風呂「バス・エース」シリーズ、アルカリイオン整水器「湧銘水」シリーズなどの研究開

発を行なっております。当中間連結会計期間の研究開発費の金額は、３千５百万円であります。 

(3）産業機器事業 

 産業機器事業では、エレクトロプレス、卓上ロボット、スカラロボット、真空注型装置、簡易型

製造装置等の研究開発を行なっております。当中間連結会計期間の研究開発費の金額は、７千６百

万円であります。 

 その他サービス事業及び全社共通の基礎研究費１億９千３百万円を含めた当中間連結会計期間の

研究開発費の総額は、６億１千６百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 (注)「提出日現在発行数」欄には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権付社債の権利行使 

により発行されたものは含まれておりません。  

  

(2）【新株予約権等の状況】 

（注）転換価額は、本社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る価額で当社普通株式を交付する場合には、次

の算式により調整される。なお、次の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式（但し、当社が

保有するものを除く。）の総数をいう。  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 360,000,000 

計 360,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月15日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 172,064,320 172,064,320 
東京証券取引所 

（市場第一部） 

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式 

計 172,064,320 172,064,320 － － 

 第２回2010年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債（平成17年12月8日発行）  

 
中間会計期間末現在 
（平成17年9月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

発行日現在  
（平成17年12月8日発行）  

新株予約権の数（個） ― ― 2,500,000個 

新株予約権の目的となる株式の種類 ― ―  普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数

（株） 
― ―  12,019,230株 

新株予約権の行使時の払込金額

（円） 
― ―  208円（注） 

新株予約権の行使期間 ― ― 

  2005年12月９日～ 

2010年11月22日 

（ロンドン時間） 

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価格及び資本

組入額（円） 

― ― 
発行価額   208円 

資本組入額 104円 

新株予約権の行使の条件 ― ― 

当社が本社債につき期限の利益

を喪失した場合には、償還日又

は期限の利益喪失日以降本新株

予約権を行使することはできな

いものとする。また、各本新株

予約権の一部行使はできないも

のとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 ― ― 該当なし 

新株予約権付社債の残高 ― ― 2,500百万円 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）１．全額、第三者割当による、第１回2010年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債の株式転換による増加であ

ります。なお、平成17年８月31日をもって、全額株式への転換が終了しております。 

２．資本組入額は、転換の条件等においてその転換の対象となった本社債の発行価額（額面金額の100％）に0.5

を乗じた金額とし、計算の結果1円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額としております。 

    既発行 

株式数 
＋

交 付 

株式数 
×
  １株当たりの

交付金額  

調 整 後 

転換価額 
＝ 

調 整 前 

転換価額 
× 

時価 

既発行株式数 ＋ 交付式数 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年４月１日～

平成17年９月30日 

（注） 

19,604 172,064 1,250 8,873 1,250 1,250 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１ 所有株式数は千株未満を切り捨ててあります。 

２ 比率は小数点第３位以下を切り捨ててあります。 

３ 前事業年度末現在、主要株主でありました大栄不動産株式会社は、当中間期末では主要株主ではなくなりま

した。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

大栄不動産株式会社 東京都中央区日本橋室町１－１－８ 15,374 8.93 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 9,163 5.32 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２－２－１ 7,587 4.40 

蛇の目従業員持株会 東京都中央区京橋３－１－１ 3,966 2.30 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２－11－３ 3,870 2.24 

不二サッシ株式会社 神奈川県川崎市中原区中丸子35－４ 3,830 2.22 

株式会社埼玉りそな銀行 埼玉県さいたま市浦和区常盤７－４－１ 3,432 1.99 

そしあす証券株式会社 東京都中央区室町３－２－15 3,155 1.83 

松井証券株式会社（業務口） 東京都千代田区麹町１－４ 2,217 1.28 

バンク オブ ニューヨーク 

ジーシーエム クライアント 

アカウンツ イー アイエス

ジー   

（常任代理人 株式会社東京

三菱銀行カストディ業務部） 

PETERBOROUGH COURT  

133 FLEET STREET LONDON EC４A ２BB, 

UNITED KINGDOM 

（東京都千代田区丸の内２－７－１） 

1,745 1.01 

計 ― 54,340 31.58 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 上記「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の株式が408千株（議決権408個）含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄には、当社保有の自己株式438株が含まれております。 

②【自己株式等】 

 （注） 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に保有していない株式が1,000株（議決権１個）ありま

す。 

なお当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含めております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式     

30,000 

― ― 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

171,881,000 
171,881 ― 

単元未満株式 
普通株式  

153,320 
― ― 

発行済株式総数 172,064,320 ― ― 

総株主の議決権 ― 171,881 ― 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

蛇の目ミシン工業

株式会社 

東京都中央区京橋

三丁目１番１号 
30,000 ― 30,000 0.0 

計 ― 30,000 ― 30,000 0.0 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 157 143 141 146 145 174 

最低（円） 133 129 130 137 131 137 



第５【経理の状況】 

１ 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平

成11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日 内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則を適用して

おります。 

２ 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年

大蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 

内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。 

３ 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで）及び前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）並び

に当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成

17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について新日本監

査法人の中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     3,203   4,362    3,303  

２ 受取手形及び売掛金 ※３   7,830   8,719    8,017  

３ 有価証券  ※３   1,427   29    1,210  

４ たな卸資産 ※３   8,343   8,777    7,312  

５ 繰延税金資産     936   537    519  

６ その他      691   737    576  

    貸倒引当金     △183   △204    △208  

流動資産合計     22,250 33.4  22,960 36.1   20,732 34.5

Ⅱ 固定資産               

(1）有形固定資産 ※１             

１ 建物及び構築物 ※３ 4,709   4,620   4,631    

２ 機械装置及び運搬
具 

※３ 991   909   948    

３ 土地 
※２ 
※３ 

16,514   16,359   16,524    

４ 建設仮勘定   137   199   295    

５ その他   1,129 23,483  1,340 23,428  1,237 23,637  

(2）無形固定資産     624   589    614  

(3）投資その他の資産               

１ 投資有価証券 ※３ 6,343   9,621   7,391    

２ 和議債権等 ※５ 30,000   30,000   30,000    

３ 繰延税金資産   5,622   5,788   6,599    

４ その他   1,329   1,285   1,325    

    貸倒引当金 ※５ △23,120 20,174  △30,123 16,571  △30,123 15,192  

固定資産合計     44,281 66.6  40,589 63.9   39,444 65.5

資産合計     66,532 100.0  63,549 100.0   60,177 100.0

                

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形及び買掛金     4,241   4,772    3,864  

２ 短期借入金 ※３   20,700   12,045    11,993  

３ 一年以内返済予定の
長期借入金 

※３   1,373   7,995    2,017  

４ 一年以内償還予定の
社債 

    ―   1,000    ―  

５ 未払法人税等     519   312    290  

６ 賞与引当金     754   684    599  

７ その他     2,605   2,064    2,135  

流動負債合計     30,196 45.4  28,874 45.4   20,901 34.7

Ⅱ 固定負債               

１ 社債     1,000   2,000    3,000  

２ 長期借入金 ※３   10,021   6,859    15,031  

３ 再評価に係る繰延税
金負債 

※２   3,933   3,862    3,932  

４ 退職給付引当金     3,887   4,274    4,127  

５ 役員退職慰労引当金     245   300    282  

６ その他     803   789    816  

固定負債合計     19,891 29.9  18,087 28.5   27,190 45.2

負債合計     50,087 75.3  46,962 73.9   48,092 79.9

（少数株主持分）               

少数株主持分     506 0.7  523 0.8   537 0.9

（資本の部）               

Ⅰ 資本金     7,623 11.5  8,873 14.0   7,623 12.7

Ⅱ 資本剰余金     0 0.0  1,250 2.0   0 0.0

Ⅲ 利益剰余金     4,422 6.7  108 0.2   △594 △1.0

Ⅳ 土地再評価差額金 ※２   5,733 8.6  5,630 8.8   5,732 9.5

Ⅴ その他有価証券評価差
額金 

    △466 △0.7  1,305 2.0   24 0.1

Ⅵ 為替換算調整勘定     △1,371 △2.1  △1,099 △1.7   △1,235 △2.1

Ⅶ 自己株式     △2 △0.0  △3 △0.0   △2 △0.0

資本合計     15,938 24.0  16,064 25.3   11,547 19.2

負債、少数株主持分及
び資本合計 

    66,532 100.0  63,549 100.0   60,177 100.0

                      



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     22,990 100.0  22,975 100.0   48,438 100.0

Ⅱ 売上原価     10,785 46.9  11,269 49.1   23,637 48.8

売上総利益     12,204 53.1  11,705 50.9   24,800 51.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１ 販売直接費   2,039   1,906   3,969    

２ 広告宣伝費   375   390   736    

３ 給料手当   3,935   3,964   8,327    

４ 賞与引当金繰入額   521   418   534    

５ 退職給付費用   266   281   561    

６ 地代家賃   786   765   1,582    

７ 減価償却費   83   94   170    

８ その他   2,688 10,696 46.5 2,648 10,471 45.5 5,470 21,353 44.1

営業利益     1,507 6.6  1,234 5.4   3,447 7.1

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   15   18   31    

２ 受取配当金   12   23   12    

３ 為替差益   124   123   ―    

４ 持分法による投資利益   ―   0   ―    

５ その他   68 221 0.9 94 261 1.1 142 186 0.4

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   380   340   742    

２ 為替差損   ―   ―   144    

３ 持分法による投資損失   0   ―   ―    

４ その他   77 457 2.0 100 441 1.9 208 1,095 2.3

経常利益     1,271 5.5  1,054 4.6   2,538 5.2

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※１ 102 102 0.5 9 9 0.0 108 108 0.2

Ⅶ 特別損失               

１ 減損損失 ※３ ―   185   ―    

２ たな卸資産評価損   36   31   66    

３ 固定資産売却及び除却損 ※２ 24   24   65    

４ 貸倒引当金繰入額   ―   ―   7,000    

５ 投資有価証券評価損   ―   17   32    

６ その他   1 62 0.3 ― 259 1.1 5 7,170 14.8

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

税金等調整前中間純利益
又は当期純損失(△) 

    1,311 5.7  804 3.5   △4,523 △9.4

法人税、住民税及び事業
税 

  678   297   709    

法人税等調整額   78 756 3.3 △122 175 0.8 △801 △92 △0.2

少数株主利益     49 0.2  28 0.1   81 0.1

中間純利益又は当期純損
失(△) 

    504 2.2  601 2.6   △4,512 △9.3



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     1,694  0   1,694

Ⅱ 資本剰余金増加高           

新株予約権行使による増加高   ― ― 1,250 1,250 ― ―

Ⅲ 資本剰余金減少高           

資本準備金取崩額   1,694 1,694 ― ― 1,694 1,694

Ⅳ 資本剰余金中間期末（期末）
残高 

    0  1,250   0

            

（利益剰余金の部）           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     2,208  △594   2,208

Ⅱ 利益剰余金増加高           

１ 中間純利益   504  601  ―  

２ 資本準備金取崩額   1,694  ―  1,694  

３ 連結子会社増加による増加
高 

  19  ―  19  

４ 土地再評価差額金取崩額   ― 2,218 102 703 0 1,715

Ⅲ 利益剰余金減少高           

１ 当期純損失   ―  ―  4,512  

２ 連結子会社減少による減少
高 

  5 5 ― ― 5 4,518

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）
残高 

    4,422  108   △594

            



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

１ 税金等調整前中間純利
益又は当期純損失(△) 

1,311 804 △4,523

２ 減価償却費 439 503 901

３ 減損損失  ― 185 ―

４ 貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

△14 △8 7,012

５ 退職給付引当金の増加
額 

17 147 257

６ 受取利息及び受取配当
金 

△28 △41 △44

７ 支払利息 380 340 742

８ 投資有価証券評価損 ― 17 32

９ 売上債権の増減額（増
加：△） 

8 △570 △150

10 たな卸資産の増減額
（増加：△） 

△1,266 △1,259 △294

11 仕入債務の増減額（減
少：△） 

△92 775 △401

12 その他 △45 △62 △257

小計 709 830 3,275

13 利息及び配当金の受取
額 

23 43 45

14 利息の支払額 △371 △340 △729

15 清算配当金の受取額 986 ― 986

16 法人税等の支払額 △664 △278 △942

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

683 255 2,635

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

１ 定期預金の預入による
支出 

△80 ― △80

２ 定期預金の払戻による
収入 

80 ― 115

３ 有形固定資産の取得に
よる支出 

△593 △559 △1,193

４ 投資有価証券の取得に
よる支出 

△265 △67 △577

５ 投資有価証券の売却等
による収入 

284 1,180 534

６ その他 119 74 63

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

△453 628 △1,137

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

１ 短期借入金の純増減額
（減少：△） 

△9,084 41 △17,729

２ 長期借入れによる収入 7,052 ― 13,412

３ 長期借入金の返済によ
る支出 

△538 △2,196 △1,249

４ 新株予約権付社債発行
による収入  

― 2,495 ―

５ 社債発行による収入 978 ― 2,911

６ 少数株主への配当金の
支払額 

△64 △40 △65

７ その他 △0 △17 △1

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

△1,657 282 △2,721

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

△6 △33 26

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額（減少：△） 

△1,434 1,132 △1,197

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

4,283 3,179 4,283

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び
現金同等物の増加額 

93 ― 93

Ⅷ 現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高 

※１ 2,942 4,311 3,179

  



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 連結の範囲に関

する事項 

(1）連結子会社の数 17社 

主要な連結子会社名 

トピア工業㈱ 

㈱ジャノメクレディア 

ジャノメアメリカ㈱ 

ジャノメＵＫ㈱ 

台湾・ジャノメミシン㈱ 

オーストラリア・ジャノ

メミシン㈱ 

ジェーマック㈱ 

タイ・ジャノメ㈱ 

(1）連結子会社の数 17社 

主要な連結子会社名 

台湾・ジャノメミシン㈱ 

タイ・ジャノメ㈱ 

ジャノメダイカスト㈱ 

ジャノメアメリカ㈱ 

ジェーマック㈱ 

オーストラリア・ジャノ

メミシン㈱ 

ジャノメＵＫ㈱ 

ジャノメオランダ㈱  

㈱ジャノメクレディア  

(1）連結子会社の数 17社 

主要な連結子会社名 

トピア工業㈱ 

㈱ジャノメクレディア 

ジャノメアメリカ㈱ 

ジャノメＵＫ㈱ 

台湾・ジャノメミシン㈱ 

オーストラリア・ジャノ

メミシン㈱ 

ジェーマック㈱  

タイ・ジャノメ㈱ 

   前連結会計年度におい

て非連結子会社であった

㈱ジェイ・ティー・エス

は、重要性が増したた

め、当中間連結会計期間

より連結の範囲に含めて

おります。 

 また、㈱ジャノメ北海

道販売は、清算したた

め、当中間連結会計期間

から連結の範囲より除い

ております。 

  

  

 なお、前連結会計年度

において非連結子会社で

あった㈱ジェイ・ティ

ー・エスは、重要性が増

したため、当連結会計年

度より連結範囲に含めて

おります。 

 また、㈱ジャノメ北海

道販売は、清算したた

め、当連結会計年度から

連結の範囲より除いてお

ります。 

２ 持分法の適用に

関する事項 

(1）持分法を適用した関連会

社数 

１社

(1）持分法を適用した関連会

社数 

１社

(1）持分法を適用した関連会

社数 

１社

  主要な会社等の名称 

㈱サン・プランニング 

主要な会社等の名称 

㈱サン・プランニング 

主要な会社等の名称 

㈱サン・プランニング 

  (2）他の会社等の議決権の

20％以上、50％以下を自己

の計算において所有してい

るにもかかわらず関連会社

としなかった当該他の会社

等の名称 

国際航業㈱ 

(2）他の会社等の議決権の

20％以上、50％以下を自己

の計算において所有してい

るにもかかわらず関連会社

としなかった当該他の会社

等の名称 

国際航業㈱ 

(2）他の会社等の議決権の

20％以上、50％以下を自己

の計算において所有してい

るにもかかわらず関連会社

としなかった当該他の会社

等の名称 

 国際航業㈱ 

  （関連会社としなかった理

由） 

 当社は国際航業㈱の発行

済株式の29％を所有してお

りますが、同株式は一時的

に取得したものであるた

め、関連会社としておりま

せん。 

（関連会社としなかった理

由） 

 当社は国際航業㈱の発行

済株式の30％を所有してお

りますが、同株式は一時的

に取得したものであるた

め、関連会社としておりま

せん。 

 なお、同株式は、平成17年

10月３日付ですべて売却致

しました。 

（関連会社としなかった理

由） 

  当社は国際航業㈱の発行

済株式の30％を所有してお

りますが、同株式は一時的

に取得したものであるた

め、関連会社としておりま

せん。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３ 連結子会社の

（中間）決算日

等に関する事項 

 連結子会社のうち、タイ・

ジャノメ㈱、ジャノメオラン

ダ㈱他２社の中間決算日は６

月30日であります。中間連結

財務諸表の作成にあたっては

同日現在の中間財務諸表を使

用し、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っ

ております。 

 連結子会社のうち、タイ・

ジャノメ㈱、ジャノメオラン

ダ㈱他２社の中間決算日は６

月30日であります。中間連結

財務諸表の作成にあたっては

同日現在の中間財務諸表を使

用し、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っ

ております。 

 連結子会社のうち、タイ・

ジャノメ㈱、ジャノメオラン

ダ㈱他２社の決算日は12月31

日であります。連結財務諸表

の作成にあたっては同日現在

の財務諸表を使用し、連結決

算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な

調整を行なっております。 

４ 会計処理基準に

関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定しております。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ております。） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

  ③ たな卸資産 

親会社及び国内子会社 

 移動平均法に基づく原

価法 

海外子会社 

 主として移動平均法に

基づく低価法 

③ たな卸資産 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法  

① 有形固定資産 

親会社及び国内子会社 

 主として定率法 

 ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）

については、定額法によ

っております。 

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

  海外子会社 

 主として定額法 

 なお、主な耐用年数は

以下の通りであります。 

建物及び構築物 

３～50年 

機械装置及び運搬具 

５～12年 

    

  ② 無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法

によっております。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上し

ております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 親会社及び国内子会社

については、従業員の賞

与支払いに備えるため、

支給見込額に基づき計上

しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会

計期間において発生して

いると認められる額を計

上しております。 

 なお、会計基準変更時

差異（2,913百万円）は、

15年による均等額を費用

処理しております。 

 数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額

法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理するこ

ととしております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき計上しておりま

す。 

 会計基準変更時差異

は、15年による均等額を

費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額

法により按分した額を翌

連結会計年度から費用処

理することとしておりま

す。 

  ④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金支払

いに備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額

を計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金支払

いに備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計

上しております。 

  (4）重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算基

準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理

しております。 

 なお、在外子会社等の資

産及び負債は、中間決算日

の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は

期中平均相場により円貨に

換算し、換算差額は少数株

主持分及び資本の部におけ

る為替換算調整勘定に含め

ております。 

(4）重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算基

準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理

しております。 

 なお、在外子会社等の資

産及び負債は、中間決算日

の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は

期中平均相場により円貨に

換算し、換算差額は少数株

主持分及び資本の部におけ

る為替換算調整勘定に含め

ております。 

(4）重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算基

準 

 外貨建金銭債権債務は、

連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

 なお、在外子会社等の資

産及び負債は、連結決算日

の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は

期中平均相場により円貨に

換算し、換算差額は少数株

主持分及び資本の部におけ

る為替換算調整勘定に含め

ております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  （会計処理方法の変更） 

 在外子会社等の収益及び

費用は、従来、当該子会社

の中間決算日の直物為替相

場により換算しておりまし

たが、当中間連結会計期間

より、期中平均相場により

換算する方法に変更しまし

た。 

 この変更は、四半期決算

等による損益の累計額との

整合を図るために行ったも

のであります。 

 この変更による損益への

影響は軽微であります。な

お、セグメント情報に与え

る影響は軽微であります。 

    

  (5）重要なリース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

(5）重要なリース取引の処理

方法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理

方法 

同左 

  (6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについて

は、特例処理の要件を満

たしておりますので、特

例処理を採用しておりま

す。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

金利スワップ 

（ヘッジ対象） 

借入金の利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リス

クを回避する目的で金利

スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は

個別契約毎に行っており

ます。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処

理の要件を満たしている

ため、有効性の評価を省

略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (7）その他中間連結財務諸表

作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

 資産に係る控除対象外消

費税等については、発生年

度の期間費用として処理し

ております。 

(7）その他中間連結財務諸表

作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

(7）その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結（連

結）キャッシ

ュ・フロー計算

書における資金

の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっ

ております。 

同左  連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び

現金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなって

おります。 



 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────  (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これにより

税金等調整前中間純利益は185百万円

減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

き各資産の金額から直接控除しており

ます。 

────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

──────  (中間連結損益計算書関係) 

 前中間連結会計期間において、特別損失の「その他」に

含めて表示していた「投資有価証券評価損」は、重要性が

増したため、当中間連結会計期間より区分掲記することと

しました。 

 なお、前中間連結会計期間の「投資有価証券評価損」は

１百万円であります。 

──────  (中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 前中間連結会計期間において、営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めていた「投資有価証券評価

損」は、重要性が増したため、当中間連結会計期間より区

分掲記することとしました。 

 なお、前中間連結会計期間の「投資有価証券評価損」は

１百万円であります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

15,112百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

15,626百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

15,365百万円

※２ 土地の再評価に関する法律(平

成10年３月31日公布法律第34号)

に基づき、事業用の土地の再評価

を行い、再評価差額から「再評価

に係る繰延税金負債」(負債の部)

を控除した金額を「土地再評価差

額金」として資本の部に計上して

おります。 

 再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行

令(平成10年３月31日公布政令第

119号)第２条第１号に定める公示

価格を主たる評価基準として算出

しております。 

 再評価を行った年月日 

平成12年３月31日 

※２      同左 ※２      同左 

※３ 担保に供している資産 ※３ 担保に供している資産 ※３ 担保に供している資産 

建物及び構築物 3,464百万円 

機械装置及び運搬具 142百万円 

土地 15,489百万円 

投資有価証券 3,858百万円 

受取手形及び売掛金 3,055百万円

たな卸資産 4,386百万円

建物及び構築物 3,387百万円

機械装置及び運搬具 97百万円

土地 15,355百万円

投資有価証券 6,170百万円

受取手形及び売掛金 2,145百万円

たな卸資産 3,304百万円

建物及び構築物 3,473百万円

機械装置及び運搬具 105百万円

土地 15,525百万円

投資有価証券 4,461百万円

 上記の資産は下記に示す債務の

担保に供しているものでありま

す。 

短期借入金 15,902百万円 

一年以内返済予定の

長期借入金 
1,273百万円 

長期借入金 9,747百万円 

割賦販売法に基づく

営業保証金供託委託 
1,282百万円 

 上記の資産は下記に示す債務の

担保に供しているものでありま

す。 

短期借入金 9,525百万円

一年以内返済予定の

長期借入金 
7,869百万円

長期借入金 6,738百万円

割賦販売法に基づく

営業保証金供託委託
2,478百万円

 上記の資産は下記に示す債務の

担保に供しているものでありま

す。 

短期借入金 8,553百万円

一年以内返済予定の

長期借入金 
1,891百万円

長期借入金 14,848百万円

割賦販売法に基づく

営業保証金供託委託 
1,386百万円

  なお、上記の他、割賦販売法及び宅

地建物取引業法に基づく営業保証金と

して有価証券29百万円、投資有価証券

570百万円を法務局に供託しておりま

す。 

 

 ４ 受取手形割引高 

34百万円 

 ４ 受取手形割引高 

7百万円

 ４ 受取手形割引高 

69百万円

 



  

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※５ 訴訟事件 

 当社は、株式会社ナナトミ（平成４

年９月22日和議認可決定確定）への貸

付金300億円に対し、同社から譲渡を

受けた株式会社磐城グリーンヒルズ所

有の土地（福島県いわき市）に被担保

債権300億円の抵当権設定仮登記の移

転仮登記をしており、当該移転仮登記

に対し、株式会社磐城グリーンヒルズ

から、抹消登記手続請求の訴訟を提起

されておりましたが、平成14年９月13

日最高裁判所において、同社による上

告棄却及び上告申立て不受理の決定が

なされました。 

 この結果、原審通り当社の株式会社

ナナトミへの貸付金300億円及び当該

移転仮登記の正当性が認められたこと

となります。 

 この決定に基づき貸付金回収の第一

段階として、株式会社ナナトミの和議

債権の連帯保証人である飛島建設株式

会社に対し、保証債務履行請求訴訟

（平成14年(ワ）第8525号）を提起し

ております。なお当社は当該貸付金に

対して230億円の貸倒引当金を設定し

ておりますが、今後の状況によって

は、当社の負担額が変動する可能性も

あります。  

※５ 訴訟事件 

 当社は、株式会社ナナトミ(平成４

年９月22日和議認可決定確定)への貸

付金300億円に対し、同社から譲渡を

受けた株式会社磐城グリーンヒルズ所

有の土地(福島県いわき市)に被担保債

権300億円の抵当権設定仮登記の移転

仮登記をしており、当該移転仮登記に

対し、株式会社磐城グリーンヒルズか

ら、抹消登記手続請求の訴訟を提起さ

れておりましたが、平成14年９月13日

最高裁判所において、同社による上告

棄却及び上告申立て不受理の決定がな

されました。 

 この結果、原審通り当社の株式会社

ナナトミへの貸付金300億円及び当該

移転仮登記の正当性が認められたこと

となります。 

 この決定に基づき貸付金回収の一環

として、株式会社ナナトミの和議債権

の連帯保証人である飛島建設株式会社

に対し、保証債務履行請求訴訟(平成

14年（ワ）第8525号)を提起しており

ましたところ、平成16年12月20日東京

地方裁判所より判決が下され、遺憾な

がら当社の請求が棄却されました。 

 しかしながら、当社が主張する法的

論点に関する十分な審議がなされてい

ないと判断いたしましたので、当社は

平成16年12月27日付で控訴(平成17年

(ネ)第261号)いたしました。 

 控訴審では、裁判所からの勧告によ

り和解協議を開始いたしました。 

 尚、本訴訟が長期化すると予想され

たこと、また、早期復配に向けた財務

体質の健全化を図ることを目的とし

て、株式会社ナナトミ向け和議債権に

対して、前期に貸倒引当金70億円の積

み増しを行ない、和議債権300億円に

ついて全額の引当を完了いたしており

ます。   

※５ 訴訟事件 

 当社は、株式会社ナナトミ(平成４

年９月22日和議認可決定確定)への貸

付金300億円に対し、同社から譲渡を

受けた株式会社磐城グリーンヒルズ所

有の土地(福島県いわき市)に被担保債

権300億円の抵当権設定仮登記の移転

仮登記をしており、当該移転仮登記に

対し、株式会社磐城グリーンヒルズか

ら、抹消登記手続請求の訴訟を提起さ

れておりましたが、平成14年９月13日

最高裁判所において、同社による上告

棄却及び上告申立て不受理の決定がな

されました。 

 この結果、原審通り当社の株式会社

ナナトミへの貸付金300億円及び当該

移転仮登記の正当性が認められたこと

となります。 

 この決定に基づき貸付金回収の一環

として、株式会社ナナトミの和議債権

の連帯保証人である飛島建設株式会社

に対し、保証債務履行請求訴訟(平成

14年（ワ）第8525号)を提起しており

ましたところ、平成16年12月20日東京

地方裁判所より判決が下され、遺憾な

がら当社の請求が棄却されました。 

 しかしながら、当社が主張する法的

論点に関する十分な審議がなされてい

ないと判断いたしましたので、当社は

平成16年12月27日付で控訴(平成17年

(ネ)第261号)いたしました。 

 今後は、第二審の東京高等裁判所に

おいて、厳格な審議が行なわれるなか

で当社の正当性を主張してまいりま

す。 

 尚、本訴訟が長期化すると予想され

ること、また、早期復配に向けた財務

体質の健全化を図ることを目的とし

て、株式会社ナナトミ向け和議債権に

対して、当期、貸倒引当金70億円を積

み増すことにより、和議債権300億円

について全額の引当を完了いたしてお

ります。 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 固定資産売却益の内訳 ※１ 固定資産売却益の内訳 ※１ 固定資産売却益の内訳 

借地権 82百万円

その他 20百万円

計 102百万円

その他 9百万円

計 9百万円

借地権 80百万円

その他 27百万円

計 108百万円

※２ 固定資産売却及び除却損の内訳 ※２ 固定資産売却及び除却損の内訳 ※２ 固定資産売却及び除却損の内訳 

────── ────── (1）固定資産売却損の内訳 

    土地 1百万円

その他 0百万円

計 1百万円

固定資産除却損の内訳 固定資産除却損の内訳 (2）固定資産除却損の内訳 

工具器具及び備品 13百万円

その他 10百万円

計 24百万円

機械装置及び運搬具 15百万円

その他 8百万円

計 24百万円

工具器具及び備品 32百万円

その他 30百万円

計 63百万円

※３    ────── ※３ 減損損失 

 当中間連結会計期間において、当社

グループは以下の資産グループについ

て減損損失を計上しております。 

 当社グループは、事業用資産につい

ては事業部門の区分により、賃貸・遊

休資産については物件ごとに区分し、

資産のグルーピングを行っておりま

す。 

 土地及び電話加入権については、時

価が著しく下落したため、回収可能価

額まで帳簿価額を減額しております。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額

によっており、公示価格等をもとに合

理的に算定しております。 

用途 場所 種類 
減損損失

(百万円)

貸駐車場 
群馬県 

高崎市 
土地 107

  
兵庫県 

西宮市 
土地 64

   計   172

遊休資産 

本社 

(東京都

中央区)

無形固

定資産 

(電話加

入権) 

13

   合計   185

※３    ────── 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成16年９月30日） （平成17年９月30日） （平成17年３月31日）

現金及び預金勘定 3,203百万円

預入期間が３か月を

超える定期預金等 
△260百万円

現金及び現金同等物 2,942百万円

現金及び預金勘定 4,362百万円

預入期間が３か月を

超える定期預金等 
△50百万円

現金及び現金同等物 4,311百万円

現金及び預金勘定 3,303百万円

預入期間が３か月を

超える定期預金等 
△123百万円

現金及び現金同等物 3,179百万円

 ２      ──────  ２ 重要な非資金取引の内容   ２      ────── 

 新株予約権の行使に

よる資本金増加額 
1,250百万円

新株予約権の行使に

よる資本準備金増加

額 

1,250百万円

新株予約権の行使に

よる新株予約権付社

債減少額 

2,500百万円

 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計相当額及び中間期末残高相当

額 

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 
取得価額 

相当額 

(百万円) 

 

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円) 

 

中間期末 

残高 

相当額 

(百万円) 

機械装置及び

運搬具 
23  11  12 

工具器具及び

備品 
561  311  250 

その他 37  28  9 

合計 623  350  272 

 
取得価額 

相当額 

(百万円) 

 

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円) 

 

中間期末 

残高 

相当額 

(百万円) 

機械装置及び

運搬具 
23  15  8

工具器具及び

備品 
530  268  262

その他 37  35  1

合計 591  319  272

 
取得価額 

相当額 

(百万円) 

 

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円) 

 
期末残高 

相当額 

(百万円) 

機械装置及び

運搬具 
23  13  10

工具器具及び

備品 
575  263  312

その他 37  31  5

合計 637  308  328

 なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 116百万円

１年超 156百万円

合計 272百万円

１年以内 117百万円

１年超 154百万円

合計 272百万円

１年以内 128百万円

１年超 200百万円

合計 328百万円

 なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

 同左  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 70百万円

減価償却費相当額 70百万円

支払リース料 70百万円

減価償却費相当額 70百万円

支払リース料 143百万円

減価償却費相当額 143百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料（借主側） 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料（借主側） 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料（借主側） 

１年以内 74百万円

１年超 164百万円

合計 239百万円

１年以内 116百万円

１年超 280百万円

合計 396百万円

１年以内 112百万円

１年超 315百万円

合計 427百万円

  

  

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

  

  



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く）   1,059百万円 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式                  1,121百万円 

区分 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

国債 2,008 2,012 3 

合計 2,008 2,012 3 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 5,342 4,568 △773 

その他 1 1 △0 

合計 5,344 4,570 △773 

区分 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

国債 600 601 0 

合計 600 601 0 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 5,627 7,816 2,189 

その他 1 2 0 

合計 5,629 7,818 2,189 



前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式                   1,138百万円 

区分 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

国債 1,781 1,785 3 

合計 1,781 1,785 3 

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 5,531 5,572 41 

その他 1 1 △0 

合計 5,533 5,574 41 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

通貨関連 

 （注）１ 時価は取引銀行から提示された価格によっております。 

２ オプション取引の（ ）内はオプション料であります。 

３ ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

通貨関連 

 （注）ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

通貨関連 

 （注）１ オプション取引の（ ）内はオプション料であります。 

２ ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

為替予約取引       

売建 329 332 △2 

オプション取引       

売建 
165 

(2) 
2 △0 

買建 
165 

(2) 
1 △0 

合計 659 336 △3 

種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

為替予約取引       

売建 667 674 △7 

合計 667 674 △7 

種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

為替予約取引       

売建 284 288 △3 

オプション取引       

売建 
159 

(1) 
2 △1 

買建 
154 

(1) 
0 △0 

合計 598 291 △6 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注）１ 事業区分の方法：製品種類別区分によっております。 

２ 各事業の主要な製品 

(1）ミシン関連事業……………ミシン及びその他付属品 

(2）24時間風呂・整水器事業…24時間風呂、整水器、浴室乾燥暖房機 

(3）産業機器事業………………ロボット、エレクトロプレス、注型・成形品 

(4）その他サービス事業………電算処理サービス、不動産賃貸、メンテナンスサービス、レストラン運営 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１ 事業区分の方法：製品種類別区分によっております。 

２ 各事業の主要な製品 

(1）ミシン関連事業……………ミシン及びその他付属品 

(2）24時間風呂・整水器事業…24時間風呂、整水器、浴室乾燥暖房機、温水洗浄便座 

(3）産業機器事業………………ロボット、エレクトロプレス、注型・成形品 

(4）その他サービス事業………電算処理サービス、不動産賃貸、メンテナンスサービス、レストラン運営 

 
ミシン関
連事業 
（百万円） 

24時間風
呂・整水
器事業 
（百万円）

産業機器
事業 
（百万円）

その他 
サービス
事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上

高 
17,168 1,308 1,775 2,738 22,990 ― 22,990 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
112 16 442 481 1,051 (1,051) ― 

計 17,280 1,324 2,217 3,219 24,041 (1,051) 22,990 

営業費用 15,908 1,293 2,100 3,216 22,519 (1,037) 21,482 

営業利益 1,372 30 116 2 1,522 (14) 1,507 

 
ミシン関
連事業 
（百万円） 

24時間風
呂・整水
器事業 
（百万円）

産業機器
事業 
（百万円）

その他 
サービス
事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上

高 
17,081 1,412 2,109 2,371 22,975 ― 22,975 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
10 21 445 506 984 (984) ― 

計 17,092 1,434 2,555 2,877 23,959 (984) 22,975 

営業費用 16,013 1,385 2,405 2,909 22,714 (972) 21,741 

営業利益又は営業損失(△) 1,078 48 150 △31 1,245 (11) 1,234 



前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法：製品種類別区分によっております。 

２ 各事業の主要な製品  

(1）ミシン関連事業……………ミシン及びその他付属品 

(2）24時間風呂・整水器事業…24時間風呂、整水器、浴室乾燥暖房機、温水洗浄便座 

(3）産業機器事業………………ロボット、エレクトロプレス、注型・成形品 

(4）その他サービス事業………電算処理サービス、不動産賃貸、メンテナンスサービス、レストラン運営 

 
ミシン関
連事業 
（百万円） 

24時間風
呂・整水
器事業 
（百万円）

産業機器
事業 
（百万円）

その他 
サービス
事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上

高 
36,259 3,008 3,561 5,607 48,438 ― 48,438 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
136 42 929 1,043 2,152 (2,152) ― 

計 36,396 3,050 4,491 6,651 50,590 (2,152) 48,438 

営業費用 33,451 2,919 4,246 6,526 47,143 (2,153) 44,990 

営業利益 2,945 131 244 125 3,446 1 3,447 



【所在地別セグメント情報】  

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注） 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法……地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

① 北米……………米国、カナダ 

② 東南アジア……台湾、タイ 

③ その他の地域…イギリス、オランダ、オーストラリア、ニュージーランド 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注） 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法……地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

① 北米……………米国、カナダ 

② 東南アジア……台湾、タイ 

③ その他の地域…イギリス、オランダ、オーストラリア、ニュージーランド、チリ 

 
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円）

東南アジ
ア 
（百万円）

その他の
地域 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上

高 
15,718 4,801 233 2,236 22,990 ― 22,990 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
6,844 2 9,145 6 15,999 (15,999) ― 

計 22,563 4,804 9,379 2,242 38,989 (15,999) 22,990 

営業費用 21,608 4,709 8,821 2,084 37,224 (15,742) 21,482 

営業利益 954 94 557 158 1,765 (257) 1,507 

 
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円）

東南アジ
ア 
（百万円）

その他の
地域 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上

高 
15,758 4,728 269 2,218 22,975 ― 22,975 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
7,075 ― 9,035 3 16,114 (16,114) ― 

計 22,834 4,728 9,305 2,221 39,090 (16,114) 22,975 

営業費用 21,793 4,517 9,138 2,106 37,556 (15,814) 21,741 

営業利益 1,040 211 167 114 1,534 (300) 1,234 



前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注） 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法……地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

① 北米……………米国、カナダ 

② 東南アジア……台湾、タイ 

③ その他の地域…イギリス、オランダ、オーストラリア、ニュージーランド、チリ 

 
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円）

東南アジ
ア 
（百万円）

その他の
地域 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上

高 
31,832 11,509 470 4,625 48,438 ― 48,438 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
12,806 0 17,685 11 30,503 (30,503) ― 

計 44,638 11,510 18,155 4,637 78,941 (30,503) 48,438 

営業費用 42,881 11,131 17,310 4,224 75,548 (30,558) 44,990 

営業利益 1,757 378 845 412 3,393 54 3,447 



【海外売上高】  

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注）１ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法……地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

① 北米……………米国、カナダ 

② 欧州……………イギリス、オランダ、ドイツ 

③ その他の地域…東南アジア、豪州、中近東、アフリカ 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法……地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

① 北米……………米国、カナダ 

② 欧州……………イギリス、オランダ、ドイツ 

③ その他の地域…東南アジア、豪州、中近東、アフリカ、中南米 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法……地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

① 北米……………米国、カナダ 

② 欧州……………イギリス、オランダ、ドイツ 

③ その他の地域…東南アジア、豪州、中近東、アフリカ、中南米 

 北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 4,883 3,555 3,020 11,458 

Ⅱ 連結売上高（百万円）    22,990 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
21.2 15.5 13.1 49.8 

 北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 5,222 3,848 3,002 12,072 

Ⅱ 連結売上高（百万円）    22,975 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
22.7 16.7 13.1 52.5 

 北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 12,078 7,635 5,823 25,538 

Ⅱ 連結売上高（百万円）    48,438 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
24.9 15.8 12.0 52.7 



（１株当たり情報）  

 （注）１株当たり中間純利益又は当期純損失の算定上の基礎 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

1株当たり純資産額   104.56円 1株当たり純資産額  93.38円 1株当たり純資産額   75.75円 

1株当たり中間純利益  3.31円 1株当たり中間純利益  3.76円 1株当たり当期純損失  29.60円 

なお、潜在株式調整後１株当たり  

中間純利益については、潜在株式が   

存在しないため記載しておりません。 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり  

中間純利益については、潜在株式が  

存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益については、当期純損失  

であり、また、潜在株式が存在しな  

いため記載しておりません。     

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間純利益又は当期純損失（△） 

（百万円）  
504 601 △4,512 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― ― 

普通株式に係る中間純利益 

又は当期純損失（△）（百万円） 
504 601 △4,512 

普通株式の期中平均株式数（千株） 152,439 159,799 152,437 



（重要な後発事象）  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────  当社は、平成17年10月３日、次のと

おり、投資有価証券を売却いたしまし

た。 

(１) 売却株式銘柄  

 国際航業株式会社普通株式 

(２) 売却株式数 

 10,635,000株 

(３) 売却金額 

 5,381百万円 

(４) 損益に与える影響額 

 第80期連結会計年度（平成17年

４月１日から平成18年３月31日ま

で）において、投資有価証券売却

益として約700百万円を特別利益

に計上する予定であります。 

  

────── 

  

  

  

──────  当社は、平成17年11月22日開催の取

締役会決議により、次のとおり、第２

回2010年満期円貨建転換社債型新株予

約権付社債を発行いたしました。 

(１) 発行価額 

額面金額の100％（各本社債の額

面金額 1,000円） 

(２) 新株予約権の発行価額 

  無償 

(３) 発行価額の総額 

  2,500百万円 

(４) 券面額の総額 

  2,500百万円 

(５) 利率 

  利息を付さない。 

(６) 償還期限 

  平成22年12月８日 

  （ロンドン時間） 

(７) 発行すべき株式の内容 

  当社普通株式 

(８) 新株予約権の総数 

  2,500,000個 

(９) 転換価額 

  当初208円 

 当社は、平成17年６月７日開催の取

締役会決議により、次のとおり、2010

年満期円貨建転換社債型新株予約権付

社債を発行いたしました。 

(１) 発行価額 

額面金額の100％（各本社債の額

面金額 1,000円） 

(２) 新株予約権の発行価額 

  無償 

(３) 発行価額の総額 

  2,500百万円 

(４) 券面額の総額 

  2,500百万円 

(５) 利率 

  利息を付さない。 

(６) 償還期限 

  平成22年６月23日 

  （ロンドン時間） 

(７) 発行すべき株式の内容 

  当社普通株式 

(８) 新株予約権の総数 

  2,500,000個 

(９) 転換価額 

  当初143円 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (10) 転換価額の修正  

本社債の発行後、毎月第１金曜日

(以下「上方修正日」という。）

の直前取引日まで（当日を含

む。）の５連続取引日（ただし、

終値のない日は除く。）の株式会

社東京証券取引所における当社普

通株式の普通取引の毎日の終値

（最終の取引成立価格）の平均値

の92％に相当する金額(１円未満

の端数を切上げる。以下「上方修

正価額」という。）が、当該上方

修正日の直前に有効な転換価額を

１円以上上回る場合、転換価額は

当該上方修正日において上方修正

価額に修正される。 

本社債の発行後、毎月第１金曜日

及び第３金曜日（以下「下方修正

日」という。）の直前取引日まで

（当日を含む。）の５連続取引日

（ただし、終値のない日は除

く。）の株式会社東京証券取引所

における当社普通株式の毎日の終

値（最終の取引成立価格）の平均

値の92％に相当する金額(１円未

満の端数を切上げる。以下「下方

修正価額」という。）が、当該下

方修正日の直前に有効な転換価額

を１円以上下回る場合、転換価額

は当該下方修正日において下方修

正価額に修正される。 

ただし、修正後の転換価額の下限

を100円、上限を300円とし、下記

による調整をうける。 

(10) 転換価額の修正 

本社債の発行後、毎月第２金曜日

（以下「決定日」という。）以

降、転換価額は、決定日まで（当

日を含む。）の５連続取引日（た

だし、終値のない日は除き、決定

日が取引日でない場合には、決定

日の直前取引日までの５連続取引

日とする。）の株式会社東京証券

取引所における当社普通株式の普

通取引の毎日の終値（最終の取引

成立価格）の平均値の92％に相当

する金額（１円未満の端数を切上

げる。）に修正される。ただし、

修正後の転換価額の下限を72円、

上限を215円とし、下記による調

整をうける。 

  (11) 転換価額の調整 

転換価額は、本社債の発行後、当

社が当社普通株式の時価を下回る

価額で当社普通株式を交付する場

合には、次の算式により調整され

る。なお、次の算式において、

「既発行株式数」は当社の発行済

普通株式（当社が保有するものを

除く。）の総数をいう。  

(11) 転換価額の調整 

転換価額は、本社債の発行後、当

社が当社普通株式の時価を下回る

価額で当社普通株式を交付する場

合には、次の算式により調整され

る。なお、次の算式において、

「既発行株式数」は当社の発行済

普通株式（当社が保有するものを

除く。）の総数をいう。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

   

また、転換価額は、当社普通株式

の分割・併合、当社普通株式の時

価を下回る価額をもって当社普通

株式の交付を請求できる新株予約

権（新株予約権付社債に付された

ものを含む。）の発行その他一定

の事由が生じた場合にも適宜調整

される。 

(12) 権利行使期間 

平成17年12月９日から平成22年11

月22日の銀行営業終了時（ロンド

ン時間）まで。 

(13) 新株予約権の行使の条件 

新株予約権の一部行使はできない

ものとする。 

(14) 資本組入額 

転換価額に0.5 を乗じた金額（１

円未満切り上げ） 

(15) 代用払込 

商法第341条ノ3第1項第7号及び第

8号により、本新株予約権を行使

しようとする者の請求があるとき

は、当該新株予約権が付せられた

本社債の全額の償還に代えて当該

新株予約権の行使に際して払い込

みをなすべき額の全額の払込とす

る旨の請求があったものとみな

し、かつ当該請求に基づく払込が

あったものとする。 

(16) 新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権は本社債から分離して

譲渡することはできない。 

    既発
行 
株式
数 

＋

新発行・ 
処分株式
数 

×
１株当たりの
発行・処分価

額 

調整
後 
転換
価額 

＝

調整
前 
転換
価額 

×

時価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数

また、転換価額は、当社普通株式

の分割・併合、当社普通株式の時

価を下回る価額をもって当社普通

株式の交付を請求できる新株予約

権（新株予約権付社債に付された

ものを含む。）の発行その他一定

の事由が生じた場合にも適宜調整

される。 

(12) 権利行使期間 

平成17年６月24日から平成22年６

月９日の銀行営業終了時（ロンド

ン時間）まで。 

(13) 新株予約権の行使の条件 

新株予約権の一部行使はできない

ものとする。 

(14) 資本組入額 

転換価額に0.5 を乗じた金額（１

円未満切り上げ） 

(15) 代用払込 

商法第341条ノ3第1項第7号及び第8

号により、本新株予約権を行使し

ようとする者の請求があるとき

は、当該新株予約権が付せられた

本社債の全額の償還に代えて当該

新株予約権の行使に際して払い込

みをなすべき額の全額の払込とす

る旨の請求があったものとみな

し、かつ当該請求に基づく払込が

あったものとする。 

(16) 新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権は本社債から分離して

譲渡することはできない。 

    既発
行 
株式
数 

＋

新発行・ 
処分株式
数 

×
１株当たりの
発行・処分価

額 

調整
後 
転換
価額 

＝

調整
前 
転換
価額 

×

時価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数

  (17) 発行方法 

第三者割当の方法（海外における

私募）により、全額を 

Deutsche Bank AG 

に割当てる。 

(18) 発行場所 

連合王国ロンドン市 

(19) 資金の使途 

研究開発費、設備資金及び借入金

の返済等に充当する。 

(20) 発行年月日 

平成17年12月８日(ロンドン時間)

(21) 担保 

なし。 

(17) 発行方法 

第三者割当の方法（海外における

私募）により、全額を

Deutsche Bank AG, 

London Branch に割当てる。 

(18) 発行場所 

連合王国ロンドン市 

(19) 資金の使途 

研究開発費、設備資金及び借入金

の返済等に充当する。 

(20) 発行年月日 

平成17年６月23日(ロンドン時間）

(21) 担保 

なし。 



(2）【その他】 

訴訟事件 

 訴訟事件の詳細につきましては、「注記事項（中間連結貸借対照表関係）」に記載してお

ります。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金   2,336   3,263   2,280    

２ 受取手形   1,365   1,261   1,395    

３ 売掛金   6,789   7,849   5,639    

４ 有価証券 ※２ 1,427   29   1,210    

５ たな卸資産   2,175   2,113   2,186    

６ その他   1,827   2,131   824    

貸倒引当金   △77   △87   △80    

流動資産合計     15,845 26.7  16,561 29.5   13,457 26.0

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産 ※１             

(1）建物 ※２ 3,690   3,535   3,622    

(2）土地 ※２ 15,986   15,810   15,982    

(3）その他 ※２ 557   636   559    

計   20,233   19,981   20,164    

２ 無形固定資産   537   586   529    

３ 投資その他の資産               

(1）投資有価証券 ※２ 5,948   9,163   6,994    

(2）関係会社株式 ※２ 3,366   3,366   3,366    

(3）和議債権等 ※６ 30,000   30,000   30,000    

(4) 繰延税金資産   5,214   5,291   6,140    

(5）その他   1,277   1,286   1,297    

貸倒引当金 ※６ △23,121   △30,124   △30,124    

計   22,686   18,983   17,675   34.1

固定資産合計     43,457 73.3  39,551 70.5   38,368 74.0

資産合計     59,302 100.0  56,113 100.0   51,826 100.0

                

 



    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形   1,472   1,537   1,480    

２ 買掛金   5,982   6,278   4,732    

３ 短期借入金 ※２ 17,085   7,742   8,242    

４ １年以内返済予定の
長期借入金 

※２ 1,352   7,952   1,952    

５ １年以内償還予定の
社債 

  －   1,000   －    

６ 未払費用   798   766   768    

７ 未払法人税等   322   73   129    

８ 賞与引当金   429   384   399    

９ その他 ※５ 502   379   405    

流動負債合計     27,945 47.1  26,112 46.5   18,109 34.9

Ⅱ 固定負債               

１ 社債   1,000   2,000   3,000    

２ 長期借入金 ※２ 9,783   6,707   14,867    

３ 再評価に係る繰延税
金負債 

  3,933   3,862   3,932    

４ 退職給付引当金   2,913   3,193   3,046    

５ 役員退職慰労引当金   180   205   199    

６ その他   802   725   800    

固定負債合計     18,613 31.4  16,694 29.8   25,845 49.9

負債合計     46,559 78.5  42,807 76.3   43,955 84.8

（資本の部）               

Ⅰ 資本金      7,623 12.8  8,873 15.8   7,623 14.7

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金   －   1,250   －    

２ その他資本剰余金   0   0   0    

資本剰余金合計     0 0.0  1,250 2.2   0 0.0

Ⅲ 利益剰余金               

中間(当期)未処理損失   182   3,718   5,506    

利益剰余金合計     △182 △0.3  △3,718 △6.6   △5,506 △10.6

Ⅳ 土地再評価差額金     5,733 9.7  5,630 10.0   5,732 11.1

Ⅴ その他有価証券評価差
額金 

    △428 △0.7  1,274 2.3   24 0.0

Ⅵ 自己株式     △2 △0.0  △3 △0.0   △2 △0.0

資本合計     12,743 21.5  13,306 23.7   7,871 15.2

負債・資本合計     59,302 100.0  56,113 100.0   51,826 100.0

          



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     19,545 100.0  19,950 100.0   38,368 100.0

Ⅱ 売上原価     12,477 63.8  13,044 65.4   24,764 64.5

売上総利益     7,068 36.2  6,906 34.6   13,603 35.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費     6,082 31.1  5,842 29.3   11,922 31.1

営業利益     985 5.1  1,063 5.3   1,680 4.4

Ⅳ 営業外収益 ※１   1,423 7.2  1,245 6.2   1,453 3.8

Ⅴ 営業外費用 ※２   410 2.1  357 1.7   810 2.1

経常利益     1,999 10.2  1,952 9.8   2,322 6.1

Ⅵ 特別利益 ※３   82 0.4  3 0.0   82 0.2

Ⅶ 特別損失 
※４
※５

  59 0.3  226 1.1   7,105 18.5

税引前中間純利益又は
当期純損失(△) 

    2,022 10.3  1,729 8.7   △4,699 △12.2

法人税、住民税及び事
業税 

  454   113   247    

法人税等調整額   158 612 3.1 △70 43 0.2 △1,031 △784 △2.0

中間純利益又は当期純
損失(△) 

    1,409 7.2  1,686 8.5   △3,915 △10.2

前期繰越損失     1,592   5,506    1,592  

土地再評価差額金取崩
額 

    ―   102    0  

中間(当期)未処理損失     182   3,718    5,506  

                      



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 資産の評価基準

及び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  子会社株式及び関連会社

株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

  その他有価証券 

① 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ております。） 

その他有価証券 

① 時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

① 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定してお

ります。） 

  ② 時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

② 時価のないもの 

同左 

② 時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

移動平均法による原価法 

(3）たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価

償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）につい

ては、定額法によっており

ます。 

 なお、主な耐用年数は以

下の通りであります。 

建物及び構築物 

３～50年 

機械装置及び運搬具 

８～12年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法  

 なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっ

ております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３ 引当金の計上基

準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与支払いに備

えるため、支給見込額に基

づき計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上しております。 

 会計基準変更時差異

（2,328百万円）について

は、15年による均等額を費

用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理するこ

ととしております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上

しております。 

 会計基準変更時差異は、

15年による均等額を費用処

理しております。 

 数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理するこ

ととしております。 

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金支払い

に備えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計上

しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金支払い

に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上して

おります。 

４ 外貨建の資産又

は負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期

末日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。 

５ リース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

６ ヘッジ会計の方

法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについて

は、特例処理の要件を満た

しておりますので、特例処

理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

金利スワップ 

（ヘッジ対象） 

借入金の利息 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスク

を回避する目的で金利スワ

ップ取引を行っており、ヘ

ッジ対象の識別は個別契約

毎に行っております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理

の要件を満たしているた

め、有効性の評価を省略し

ております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７ その他中間財務

諸表（財務諸

表）作成のため

の基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

 なお資産に係る控除対象外

消費税等については、発生年

度の期間費用として処理して

おります。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────  (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税引

前中間純利益は185百万円減少してお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づき

各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

11,019百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

10,977百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

10,963百万円

※２ 担保に供している資産  

建物 3,151百万円 

土地 15,473百万円 

その他の有形固定 

資産 
52百万円 

投資有価証券 3,858百万円 

関係会社株式 1,093百万円 

※２ 担保に供している資産   

建物 3,102百万円

土地 15,278百万円

その他の有形固定 

資産 
45百万円

投資有価証券 6,170百万円

関係会社株式 1,093百万円

※２ 担保に供している資産   

建物 3,181百万円

土地 15,451百万円

その他の有形固定 

資産 
48百万円

投資有価証券 4,461百万円

関係会社株式 1,093百万円

 上記の資産は下記に示す債務の

担保に供しているものでありま

す。  

 上記の資産は下記に示す債務の

担保に供しているものでありま

す。  

 上記の資産は下記に示す債務の

担保に供しているものでありま

す。  

短期借入金 15,085百万円 

一年以内返済予定 

の長期借入金 
1,252百万円 

長期借入金 9,583百万円 

割賦販売法に基づく

営業保証金供託委託 
1,282百万円 

 なお、上記の他、割賦販売法及

び宅地建物取引業法に基づく営業

保証金として有価証券29百万円、

投資有価証券570百万円を法務局

に供託しております。 

短期借入金 6,442百万円

一年以内返済予定 

の長期借入金 
7,852百万円

長期借入金 6,606百万円

割賦販売法に基づく

営業保証金供託委託
2,478百万円

短期借入金 6,442百万円

一年以内返済予定 

の長期借入金 
1,852百万円

長期借入金 14,716百万円

割賦販売法に基づく

営業保証金供託委託 
1,386百万円

 ３     ─────  ３ 偶発債務  

 下記の会社の金融機関からの借入

金に対して、次のとおり債務保証を

行なっております。 

ジャノメダイカスト㈱ 46百万円

 ３ 偶発債務 

 下記の会社の金融機関からの借入金

に対して、次のとおり債務保証を行な

っております。 

ジャノメダイカスト㈱ 60百万円

タイ・ジャノメ㈱ 32百万円

 計 92百万円

 ４     ─────  ４ 貸出コミットメント 

 当社は、グループ内の効率的な資

金調達及び運用を行うため、子会社

に対して次のとおり貸出コミットメ

ントを行っております。 

  

貸出コミットメント

の総額 
1,748百万円

貸出実行残高 1,225百万円

差引額 523百万円

 ４     ───── 

※５ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ、流動負債の「その他」に

含めて表示しております。 

※５ 消費税等の取扱い 

同左 

※５     ───── 

 



前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※６ 訴訟事件 

 当社は、株式会社ナナトミ（平成４

年９月22日和議認可決定確定）への貸

付金300億円に対し、同社から譲渡を

受けた株式会社磐城グリーンヒルズ所

有の土地（福島県いわき市）に被担保

債権300億円の抵当権設定仮登記の移

転仮登記をしており、当該移転仮登記

に対し、株式会社磐城グリーンヒルズ

から、抹消登記手続請求の訴訟を提起

されておりましたが、平成14年９月13

日最高裁判所において、同社による上

告棄却及び上告申立て不受理の決定が

なされました。 

 この結果、原審通り当社の株式会社

ナナトミへの貸付金300億円及び当該

移転仮登記の正当性が認められたこと

となります。 

 この決定に基づき貸付金回収の第一

段階として、株式会社ナナトミの和議

債権の連帯保証人である飛島建設株式

会社に対し、保証債務履行請求訴訟

（平成14年(ワ）第8525号）を提起し

ております。なお当社は当該貸付金に

対して230億円の貸倒引当金を設定し

ておりますが、今後の状況によって

は、当社の負担額が変動する可能性も

あります。 

※６ 訴訟事件 

 当社は、株式会社ナナトミ(平成４

年９月22日和議認可決定確定)への貸

付金300億円に対し、同社から譲渡を

受けた株式会社磐城グリーンヒルズ所

有の土地(福島県いわき市)に被担保債

権300億円の抵当権設定仮登記の移転

仮登記をしており、当該移転仮登記に

対し、株式会社磐城グリーンヒルズか

ら、抹消登記手続請求の訴訟を提起さ

れておりましたが、平成14年９月13日

最高裁判所において、同社による上告

棄却及び上告申立て不受理の決定がな

されました。 

 この結果、原審通り当社の株式会社

ナナトミへの貸付金300億円及び当該

移転仮登記の正当性が認められたこと

となります。 

 この決定に基づき貸付金回収の一環

として、株式会社ナナトミの和議債権

の連帯保証人である飛島建設株式会社

に対し、保証債務履行請求訴訟(平成

14年（ワ）第8525号)を提起しており

ましたところ、平成16年12月20日東京

地方裁判所より判決が下され、遺憾な

がら当社の請求が棄却されました。 

 しかしながら、当社が主張する法的

論点に関する十分な審議がなされてい

ないと判断いたしましたので、当社は

平成16年12月27日付で控訴(平成17年

(ネ)第261号)いたしました。 

 控訴審では、裁判所からの勧告によ

り和解協議を開始いたしました。 

 尚、本訴訟が長期化すると予想され

たこと、また、早期復配に向けた財務

体質の健全化を図ることを目的とし

て、株式会社ナナトミ向け和議債権に

対して、前期に貸倒引当金70億円の積

み増しを行ない、和議債権300億円に

ついて全額の引当を完了いたしており

ます。   

※６ 訴訟事件 

 当社は、株式会社ナナトミ(平成４

年９月22日和議認可決定確定)への貸

付金300億円に対し、同社から譲渡を

受けた株式会社磐城グリーンヒルズ所

有の土地(福島県いわき市)に被担保債

権300億円の抵当権設定仮登記の移転

仮登記をしており、当該移転仮登記に

対し、株式会社磐城グリーンヒルズか

ら、抹消登記手続請求の訴訟を提起さ

れておりましたが、平成14年９月13日

最高裁判所において、同社による上告

棄却及び上告申立て不受理の決定がな

されました。 

 この結果、原審通り当社の株式会社

ナナトミへの貸付金300億円及び当該

移転仮登記の正当性が認められたこと

となります。 

 この決定に基づき貸付金回収の一環

として、株式会社ナナトミの和議債権

の連帯保証人である飛島建設株式会社

に対し、保証債務履行請求訴訟(平成

14年（ワ）第8525号)を提起しており

ましたところ、平成16年12月20日東京

地方裁判所より判決が下され、遺憾な

がら当社の請求が棄却されました。 

 しかしながら、当社が主張する法的

論点に関する十分な審議がなされてい

ないと判断いたしましたので、当社は

平成16年12月27日付で控訴(平成17年

(ネ)第261号)いたしました。 

 今後は、第二審の東京高等裁判所に

おいて、厳格な審議が行なわれるなか

で当社の正当性を主張してまいりま

す。 

 尚、本訴訟が長期化すると予想され

ること、また、早期復配に向けた財務

体質の健全化を図ることを目的とし

て、株式会社ナナトミ向け和議債権に

対して、当期、貸倒引当金70億円を積

み増すことにより、和議債権300億円

について全額の引当を完了いたしてお

ります。 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 20百万円 

受取配当金 1,329百万円 

為替差益 45百万円 

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 23百万円

受取配当金 1,148百万円

為替差益 40百万円

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 39百万円

受取配当金 1,329百万円

為替差益 7百万円

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 340百万円 

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 252百万円

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 630百万円

※３ 特別利益のうち重要なもの ※３ 特別利益のうち重要なもの ※３ 特別利益のうち重要なもの 

      ───── 固定資産売却益 3百万円 固定資産売却益 82百万円

 （内訳） 

その他 3百万円

計 3百万円

（内訳） 

借地権 80百万円

その他 2百万円

計 82百万円

※４ 特別損失のうち重要なもの 

たな卸資産評価損 36百万円 

※４ 特別損失のうち重要なもの 

減損損失 185百万円

たな卸資産評価損 22百万円

※４ 特別損失のうち重要なもの 

貸倒引当金繰入額 7,000百万円

たな卸資産評価損 41百万円

（内訳） 

      ───── 

固定資産売却及び

除却損 
23百万円 

（内訳） 

      ───── 

固定資産売却及び

除却損 
18百万円

（内訳） 

(1）固定資産売却損 

固定資産売却及び

除却損 
63百万円

土地 1百万円

計 1百万円

固定資産除却損 

工具器具及び備品 13百万円 

その他 9百万円 

計 23百万円 

固定資産除却損 

建物 1百万円

機械及び装置 10百万円

その他 6百万円

計 18百万円

(2）固定資産除却損 

工具器具及び備品 32百万円

その他 30百万円

計 62百万円

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※５ 減損損失  

      ───── 

※５ 減損損失  

 当中間会計期間において、当社は以

下の資産グループについて減損損失を

計上しております。 

 当社は、事業用資産については事業

部門の区分により、賃貸・遊休資産に

ついては物件ごとに区分し、資産のグ

ルーピングを行っております。 

 土地及び電話加入権については、時

価が著しく下落したため、回収可能価

額まで帳簿価額を減額しております。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額

によっており、公示価格等をもとに合

理的に算定しております。 

用途 場所 種類 
減損損失

(百万円)

貸駐車場 
群馬県 

高崎市 
土地 107

  
兵庫県 

西宮市 
土地 64

   計   172

遊休資産 

本社 

(東京都

中央区)

無形固

定資産 

(電話加

入権) 

13

   合計   185

※５ 減損損失  

      ───── 

  

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 158百万円 

無形固定資産 9百万円 

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 179百万円

無形固定資産 18百万円

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 330百万円

無形固定資産 18百万円



（リース取引関係）  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引（借主側） 

１ リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

相当額及び中間期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額 

  

  

  

取得価額 

相当額 

(百万円) 

 

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円) 

 

中間期末 

残高 

相当額 

(百万円) 

工具器具

及び備品  
152  37  115 

合計  152  37  115 

  

  

  

取得価額 

相当額 

(百万円) 

 

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円) 

 

中間期末 

残高 

相当額 

(百万円) 

工具器具

及び備品  
165  55  110

合計  165  55  110

  

  

  

取得価額 

相当額 

(百万円) 

 

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円) 

 

期末 

残高 

相当額 

(百万円) 

工具器具

及び備品  
179  53  125

合計  179  53  125

 なお、取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により、算定

しております。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、「支

払利子込み法」により、算定しており

ます。 

２ 未経過リース料中間期末残高相当

額 

２ 未経過リース料中間期末残高相当

額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 30百万円

１年超 85百万円

合計 115百万円

１年以内 32百万円

１年超 77百万円

合計 110百万円

１年以内 34百万円

１年超 91百万円

合計 125百万円

 なお、未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、「支払利子込

み法」により、算定しております。 

同左  なお、未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、「支払利子込み法」によ

り、算定しております。 

３ 支払リース料等 ３ 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及び

減損損失 

３ 支払リース料等 

 ① 支払リース料  ① 支払リース料  ① 支払リース料 

13百万円 17百万円 29百万円

 ② 減価償却費相当額  ② 減価償却費相当額  ② 減価償却費相当額 

13百万円 17百万円 29百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  

４ 減価償却費相当額の算定方法 ４ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

同左 同左 

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はあ

りません。 

  



（有価証券関係）  

前中間会計期間（平成16年９月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間（平成17年９月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度（平成17年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（１株当たり情報）  

 （注） １株当たり中間純利益又は当期純損失の算定上の基礎 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

1株当たり純資産額   83.60円 1株当たり純資産額  77.35円 1株当たり純資産額   51.64円 

1株当たり中間純利益  9.25円 1株当たり中間純利益  10.55円 1株当たり当期純損失  25.69円 

なお、潜在株式調整後１株当たり  

中間純利益については、潜在株式が   

存在しないため記載しておりません。 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり  

中間純利益については、潜在株式が  

存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益については、当期純損失  

であり、また、潜在株式が存在しな  

いため記載しておりません。     

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間純利益又は当期純損失（△） 

（百万円）  
1,409 1,686 △3,915 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― ― 

普通株式に係る中間純利益 

又は当期純損失（△）（百万円） 
1,409 1,686 △3,915 

普通株式の期中平均株式数（千株） 152,439 159,799 152,437 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────  当社は、平成17年10月３日、次のと

おり、投資有価証券を売却いたしまし

た。  

(１) 売却株式銘柄  

 国際航業株式会社普通株式 

(２) 売却株式数 

 10,635,000株 

(３) 売却金額 

 5,381百万円  

(４) 損益に与える影響額 

 第80期事業年度（平成17年４月

１日から平成18年３月31日まで）

において、投資有価証券売却益と

して約700百万円を特別利益に計

上する予定であります。 

  

────── 

  

  

  

──────  当社は、平成17年11月22日開催の取

締役会決議により、平成17年12月８

日、第２回2010年満期円貨建転換社債

型新株予約権付社債を発行いたしまし

た。 

 当社は、平成17年６月７日開催の取

締役会決議により、平成17年６月23

日、2010年満期円貨建転換社債型新株

予約権付社債を発行いたしました。 

    本新株予約権付社債の概要は「１ 

中間連結財務諸表等 (1) 中間連結財

務諸表（重要な後発事象）」に記載し

ております。 

 本新株予約権付社債の概要は「１ 

連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表

（重要な後発事象）」に記載しており

ます。 



(2）【その他】 

訴訟事件 

 訴訟事件の詳細につきましては、「注記事項（中間貸借対照表関係）」に記載しております。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(１）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第79期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出 

(２) 臨時報告書  

  平成17年６月８日  関東財務局長に提出 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項及び第２項第２号(新株予約権付社債の発行)に基づく臨時報告書

 であります。 

(３) 臨時報告書 

    平成17年８月31日  関東財務局長に提出 

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)に基づく臨時報告書であります。 

(４) 臨時報告書 

    平成17年10月３日  関東財務局長に提出 

   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号(当社及び連結子会社の財政状態及び経営成績 

   に著しい影響を与える事象の発生)に基づく臨時報告書であります。 

(５) 臨時報告書 

 平成17年11月22日  関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項及び第２項第２号(新株予約権付社債の発行)に基づく臨時報告書

 であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成16年12月17日

蛇の目ミシン工業株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 濱吉 廣務  ㊞ 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 浜田 正継  ㊞ 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 荒尾 泰則  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている蛇の目

ミシン工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月

１日から平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、蛇の目ミシン工業株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 注記事項（中間連結貸借対照表関係）「訴訟事件」に記載のとおり、会社は、株式会社ナナトミ（平成４年９月22日

和議認可決定確定）への貸付金300億円について、株式会社ナナトミの和議債権の連帯保証人に対し保証債務履行請求訴

訟を提起している。会社は当該貸付金に対して230億円の貸倒引当金を設定しているが、今後の状況によっては、会社の

負担額が変動する可能性がある。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成17年12月15日

蛇の目ミシン工業株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 浜田 正継  ㊞ 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 荒尾 泰則  ㊞ 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 内田 英仁  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている蛇の目

ミシン工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月

１日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、蛇の目ミシン工業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成16年12月17日

蛇の目ミシン工業株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 濱吉 廣務  ㊞ 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 浜田 正継  ㊞ 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 荒尾 泰則  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている蛇の目

ミシン工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第79期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、蛇の目ミシン工業株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16

年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 注記事項（中間貸借対照表関係）「訴訟事件」に記載のとおり、会社は、株式会社ナナトミ（平成４年９月22日和議

認可決定確定）への貸付金300億円について、株式会社ナナトミの和議債権の連帯保証人に対し保証債務履行請求訴訟を

提起している。会社は当該貸付金に対して230億円の貸倒引当金を設定しているが、今後の状況によっては、会社の負担

額が変動する可能性がある。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成17年12月15日

蛇の目ミシン工業株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 浜田 正継  ㊞ 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 荒尾 泰則  ㊞ 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 内田 英仁  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている蛇の目

ミシン工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第80期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、蛇の目ミシン工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17

年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 
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